令和7(2025)年度栃木県青年農業者海外短期派遣研修実施要領

１　目　的

　　食料安全保障の確保や農業のグローバル化に適切に対応しながら地域農業を発展させていくためには、海外の農業政策や先進的な取組、さらには農業に対する考え方の違いなどを体感し、新たな視点を持って自らの経営に活かしていくことが求められている。
　また、農業を取り巻く状況が厳しく変化している中、担い手不足や労働力確保などの喫
　緊の課題に対応した先進的なスマート農業の実践やインバウンドの活用を含めた農村地
　域の活性化に資するグリーン・ツーリズムの重要性が高まっている。
　　こうした状況を踏まえ、国際感覚を身に付け地域の発展に貢献できる青年農業者を育成することを目的とし、令和７年度海外短期派遣研修を実施する。
２　主　催

　　公益財団法人 栃木県農業振興公社

３　後　援

　　栃木県、栃木県市長会、栃木県町村会、一般社団法人栃木県農業会議、栃木県農業協同組合中央会、全国農業協同組合連合会栃木県本部、栃木県農業共済組合、公益社団法人栃木県畜産協会、栃木県土地改良事業団体連合会、栃木県農業者懇談会、栃木県農業士会、栃木県女性農業士会、栃木県青少年クラブ協議会
４　派遣時期
令和7（2025）年10月9日（木）～10月16日（木）までの8日間
５　派遣国
　　フランス、イタリア
６　派遣人員

　　12名程度
７　派遣研修の主な内容

農業の担い手確保に係る意見交換（青年農業者との意見交換）、スマート農業に取り組む大規模園芸農家とグリーン・ツーリズム視察（アグリツーリズモ（農家民泊））に取り組む農家視察や宿泊体験等
８　研修生の資格

下記の要件を全て満たし、かつ市町長の推薦を受けた者
（１）令和7(2025)年4月１日現在、18歳から44歳で、かつ、栃木県内に就農している者若しくは将来的に栃木県内へ就農することに強い意欲を持っている学生等（高校生は除く）で、研修後に農業の担い手として期待できる者。
（２） 事前研修会や成果発表会に積極的に参加し、成果報告書を提出できるとともに、農業や農業政策に関する知識や技術の習得に積極的で、研修後に地域においてその成果の普及啓発に努める者。

（３）心身ともに健康で協調性に富み、計画に従って規律ある団体行動ができる者。

（４） 過去に本研修に参加した者にあっては、研修終了後1か年を経過していること。
９　応募の方法及び手続き
（１）研修希望者は、研修参加申込書（別紙様式－１号）に必要事項を記入し、原則として本人の居住する市町（農政担当課）に、農業法人勤務者にあっては法人所在地の市町（農政担当課）に、令和7(2025)年7月25日（金）までに申し込む。
（２）申し込みを受理した市町は、（１）で提出された書類に推薦書（別紙様式－２号）を添えて令和7(2025)年8月1日（金）までに、所管農業振興事務所長に提出する。
（３）農業振興事務所長は、（２）で提出された書類に意見書（別紙様式－３号）を添えて令和7(2025)年8月8日（金）までに、公益財団法人栃木県農業振興公社理事長（以下「理事長」という。）に提出する。
１０　研修生の決定

（１）理事長は、推薦書及び意見書等を基に書類審査により研修生を決定する。
但し、研修希望者が定員を超えた場合は面接等を下記12の選考会において実施す
る。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
（２）理事長は、研修生を決定した場合、研修希望者及び関係機関に通知する。

（３）通知を受けた研修生は、研修参加誓約書（別紙様式－４号）を事前研修会までに理事長に提出しなければならない。

（４）研修生として決定された者が、自己都合により参加を辞退した場合は、必要なキャンセル料を負担しなければならない。また、派遣前及び派遣の途中において研修生として不適当と認めたときは、研修生としての資格を取り消すことがある。

（５）派遣の途中に研修生としての資格を取り消された者は別に定めるところにより処理する。

１１　今後の予定
	区　分
	月　　　日　　
	場　　所
	内　　容

	研修生選考会
	令和7(2025)年　8月20日（水）
	宇都宮市内
	面接等、定員
超過の場合

	第1回事前研修会
	令和7(2025)年  9月12日（金）
	宇都宮市内
	自己紹介、研修概要説明、研修テーマ決定等

	第2回事前研修会
結成式
	令和7(2025)年  9月26日（金）
	宇都宮市内
	テーマに係る研修、研修上の諸注意

	成果発表会
解散式
	令和7(2025)年 11月21日（金）
	宇都宮市内
	研修の成果及び今後の取組


１２　報　告

研修生は、研修の成果を別に定めるところにより理事長に報告するものとする。

１３　研修負担金

（１）研修負担金は、500,000円とする。
　　　研修負担金には、交通費および諸税、宿泊代、サービス料、食事代、視察研修費、海外旅行傷害保険代等が含まれる。
（２）研修負担金は令和7(2025)年 9月10日（水）までに下記口座に振り込むものとし、振込手数料は研修生の負担とする。
（３）研修負担金には、本人の責に帰すべき疾病、事故等による治療費は含まれない。

（４）振込先
	振込先金融機関
	足利銀行　宇都宮西支店

	口　座　番　号
	普通預金　２５８０１７５

	名　　義　　人
	農業青年海外派遣研修実施委員会　

事務局長　佐藤　雅彦（サトウ　マサヒコ）

	住　　　　　所
	宇都宮市一の沢２－２－１３（栃木県農業振興公社内）


　　※物価上昇等により経費が著しく上昇した場合には負担金の追加負担について

　　　研修生と相談のうえ対応するものとする。
１４　その他

（１）本要領のほか必要な事項については、別に定めるものとする。

（２）本研修事業の旅行業務については、旅行会社に委託する。

（３）本研修事業に要する経費の一部については「農業後継者育成確保基金」から支援
する。
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